職場決議のモデル 
大幅賃上げ・安保法制廃止・残業代ゼロ法案廃案を求める決議
　本日、私たちは、大幅賃上げを求めて、●●●●●に決起しました。

　個別経営をみれば、先行き不安を口実に賃金抑制姿勢をより強めていますが、すべての働く仲間の大幅賃上げ・底上げはいよいよ待ったなしの課題です。GDP（国内総生産）がふたたびマイナスになるなかで、大企業の内部留保に対する批判がいっそう強まり、安倍政権や財界も賃上げをこれまで以上に強調せざるを得なくなっています。労働者・国民の懐をあたため、内需を拡大しなければ日本経済がよくならないことが誰の目にも鮮明になっているからです。

　人手不足が深刻化するなかで、経営者のなかでも変化が始まっています。賃上げ、働き続けられる労働条件の実現を求めて、ねばり強く春闘をたたかい抜きましょう。地域に足を踏み出し、最低賃金の引き上げ、中小企業支援の強化など、地域の活性化を求める社会的なたたかい、共同をひろげましょう。

　安倍政権は「1億総活躍社会」という一方で、過労死促進の「残業代ゼロ法案」の成立や首切り自由の「解雇の金銭解決」制度をねらっています。労働時間の短縮など職場の働くルール確立の課題と一体で、労働者の権利を根こそぎ奪う労働法制改悪を阻止するために、全国の労働者・労働組合と力をあわせましょう。

　安倍首相は、任期中の明文改憲に強い意欲を示しました。安保法制（戦争法）施行とセットで、戦争する国づくり、強権政治の完成がねらわれる重大事態です。しかし同時に、戦争法廃止を求める市民の新しい運動が沸き起こり、共同の輪が大きくひろがりました。こうした声を受けて、野党5党も戦争法廃止・安倍政権打倒などで一致し、選挙協力でも具体的な動きがすすんでいます。安倍「暴走」政治を打ち破り、労働者・国民の声が政治と社会を動かす時代、憲法が生きる日本社会を実現するチャンスです。

　今こそ労働組合の役割発揮が求められています。すべての組合員の力を寄せあって、大幅賃上げ、労働法制改悪反対、そして戦争法廃案の3大課題を軸に、成果を実感できる2016年国民春闘にしていこうではありませんか。

　よって、以下の3点を決議し、首相官邸や関係機関に送付します。

　① すべての働く人に人間らしい暮らしを保障するため、最低賃金を今すぐ1,000円以上に引き上げ、さらに全国一律最賃制を実現すること

　② 労働時間と解雇の規制緩和を中止・撤回し、労働者保護を拡充すること

　③ 憲法をまもり、安保法制（戦争法）はすみやかに廃止すること
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